
- 73 - 

 

別添 3 
厚生労働科学研究費補助金 (政策科学総合研究事業(政策科学推進研究事業)) 

（総合）分担研究報告書 
 

地域課題の類型化にむけた PDCA サイクルを用いた地域ケア会議の実施方法 
 

研究分担者 松田智行 茨城県立医療大学 保健医療学部理学療法学科 

研究分担者 植嶋大晃 筑波大学 ヘルスサービス開発研究センター 

研究協力者 成島浄 成島クリニック 

研究協力者 渡邊拓自 つくば在宅クリニック 

研究協力者 日比野敏子 高崎クリニック 

研究協力者 中野寛也 筑波大学 ヘルスサービス開発研究センター 

研究協力者 藤中彩乃 筑波大学 システム情報工学研究科 

研究代表者 田宮菜奈子 筑波大学 医学医療系 ヘルスサービスリサーチ分野 

  筑波大学 ヘルスサービス開発研究センター 

 

研究要旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（目的） 
地域ケア会議を活用した地域包括ケアシステムの実現へ向け、地域包括支援センターレベル

の会議（以下、地域ケア個別会議）で検討された個別事例の問題点や支援方法を類型化したデ

ータとして蓄積し、地域毎および地域間での地域課題を検討する必要がある。そこで、地域ケ

ア個別会議の困難事例の問題点の類型化および事例検討後の実施評価を行うことにより支援方

法のプロセス評価を検証し、類型化のためのキーワード分類や地域課題を整理することを目的

とした。 
（方法） 
【研究課題１】（2016年度実施）茨城県A市で、1991年から実施されている医療福祉事例検討会

（以下、事例検討会）の過去の事例検討データより、個別事例の問題点と解決策の類型化１）を行

い、類型化が可能な新様式を作成し、3ヶ月後に問題点の解決の有無の記載を行った。 
【研究課題２】（2017年度実施）地域ケア会議など多職種による個別事例の検討会に関する文献レ

ビュー5 編および過去の報告書を参考に4 編をもとに整理を行った。また、これまでの事例検討会

の経験をもとに、個別課題の分類方法について整理を行った。 
【研究課題３】（2018年度実施）個別事例の問題点の抽出のためのキーワードを整理し、問題

点解決のための支援方法の評価方法の改善点を整理し、地域課題の抽出方法の整理を実施し

た。 
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Ａ．研究目的 
地域ケア会議を活用した地域包括ケアシステ

ムの実現へ向け、地域包括支援センターレベル

の会議（以下、地域ケア個別会議）で検討され

た個別事例の問題点や支援方法を、類型化した

データとして蓄積し、地域毎および地域間での

地域課題を検討する必要がある。 
そこで、これまでの研究では、2016年度に困

難事例の問題点の類型化および事例検討後の実

施評価を行うことにより支援方法のプロセス評

価を検証し、2017年度には、困難事例の問題点

の類型化のためのキーワード分類について、先

行研究を踏まえて整理を行った。2018年度は、

地域課題の整理のための記載方法に関して整理

をし、地域ケア会議の運用に寄与することを目

的として行った。 
 
Ｂ．研究方法 
（研究課題１：2016年度実施分） 
茨城県 A 市で、1991 年から実施されている事

例検討会（以下、事例検討会）の過去の事例検討

データより、個別事例の問題点と解決策の類型化

１）を行い、類型化が可能な新様式を作成し、3 ヶ

月後に問題点の解決の有無の記載をすることとし

た。今回、新様式を用いた 2013 年 11 月～2016

年 2 月の検討会で挙げられた 20 例の事例の記録

を分析した。なお、検討会は、医師、歯科医師、

看護師など多職種が参加した検討会である。 

（研究課題２：2017 年度実施分） 

 地域ケア会議など多職種による個別事例の検討

会に関する文献レビュー5 編および過去の報告書

を参考に 4 編をもとに整理を行った。また、こ

れまでの事例検討会の経験をもとに、個別課題の

分類方法について整理を行った。 

（研究課題３：2018年度実施分） 
事例検討会に参加をし、個別事例における問

題点の抽出方法のためのキーワードを整理し、

問題点解決のための地域課題の整理方法をまと

めた。 
なお本研究には研究協力者として、2016 年

（結果） 
【研究課題１】複数の職種からの事例報告がされ、事例の問題点で最も多かったキーワードは

被介護者（24件、47.1％）であった。また問題題点の解決が明確であったのは22件(43.1％)であ

り、解決した課題9件、解決しなかった課題13件であった。 
【研究課題２】文献レビューの結果から、キーワード分類の整理を行い「本人に関する領域」

「介護者に関する領域」「専門職に関する領域」「地域システムや制度に関する領域」を個別

課題に対する問題点の構造として整理を行った。 
【研究課題３】事例提供者への様式の記載方法の整理を行ったが、キーワード分類などの分類

が未記載の場合があることが判明した。一方、検討事例について、認知症や精神機能障害とい

った身体機能障害以外の事例を検討することが多くなり、医師からの医学的背景の説明があ

り、疾病や障害の理解が促進された。 
 
（考察） 
地域ケア個別会議における困難事例の問題点の類型化と実施について、個別事例の問題点を

キーワード化し蓄積することにより、地域課題が明らかになることが期待される。今後、多く

の方が利用できるような情報発信の体制を今後整備してゆく。 
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度には成島浄（成島クリニック）、渡邊拓自

（つくば在宅クリニック）、日比野敏子（高崎

クリニック）、中野寛也（筑波大学ヘルスサー

ビス開発研究センター）、藤中彩乃（筑波大学

医学群医学類）が、2017 年度には中野寛也

（筑波大学ヘルスサービス開発研究センター）

が参画した。 

 
Ｃ．研究結果 
（研究課題１：2016年度実施分） 
１．報告者の内訳 

報告事例のうち、複数の職種からの問題点が提

案されたが、介護支援専門員（9 件）と医師（9

件）が最も多く、次いで、看護師（5 件）、歯科

医師（2 件）であった。 

２．問題点について 

51 件の問題点が提案された。問題点のうち、1

つ問題点に対して複数のキーワードが抽出された。 

表１より、最も多かったのは被介護者（24 件、

47.1％）であり、ついで介護者（22 件、43.1％）、

サービス提供者（16 件、31.4％）、診療所・病院

・施設（16 件、31.4％）であった。また、肉体的

健康問題（14 件、27.5％）、精神的健康問題（12

件、23.5％）と健康に関する項目が 4 分の 1 以上

であった。 

３．問題点の解決状況について 

51 件の問題点のうち、問題点の解決が明確で

あったのは 22 件(43.1％)であり、解決した課題 9

件、解決しなかった課題 13 件であった。 

さらに、表２より検討会で提案され、解決した

問題点では「環境」（1 件、50％）、「経済的負

担」（2 件、28.6％）、「介護者」（6 件、27.3

％）と問題となった項目のうち解決した割合が高

かった。 

一方、解決されなかった問題点では「環境」

（1 件、50%）、「愛憎・葛藤」（2 件、50％）、

「思想・信条・虐待」（1 件、50％）、「法・制

度的環境」（2 件、40％）と解決しない割合が高

かった。 

 
（研究課題２：2017 年度実施分） 

これまでの事例検討会の経験をもとに、個別

課題の分類方法について、1 事例における1 つ
の個別課題について、複数のキーワードで問題

点を分類することで課題に対する問題点の多様

性を理解しやすいと考えた。そこで、過去の事

例から分類したキーワード（表３）を参考に、

「本人に関する領域」「介護者に関する領域」

「専門職に関する領域」「地域システムや制度

に関する領域」を個別課題に対する問題点の構

造として整理をした（図１）。 
個別課題に対する問題点の構造（図１）をも

とに、文献レビューの結果から、個別課題にお

ける問題点を整理し、過去の事例から分類した

キーワード（表３）をもとに、1 事例に対する

1 個別課題の問題点を、複数のキーワードで整

理ができるように、新たなキーワード分類を、

人単位と、地域システムや制度の単位に関する

構造に整理した（表４）。 
 
（研究課題３：2018年度実施分）  

事例検討会において、個別事例の問題点を把

握し、個人因子（生活機能や現病歴など）や環

境因子（利用しているサービスや社会保障な

ど）を簡潔に情報提供できるよう、事例提供者

への様式の記載方法の整理を行った。その結果、

キーワード分類などの分類が未記載の場合があ

ることが判明した。そのため、事例提供者への

記載マニュアルと合わせ、キーワード分類の説

明についても作成する必要があることが明らか

になった。 
また、運営方法について、提供された事例の

問題点をキーワード分類し、初回実施から3ヶ
月後以降に支援方法の実施の有無と、問題点の

解決の有無の評価を実施することとした。その

結果、問題点のうち、未解決であった問題点を



- 76 - 

 
 

蓄積し、キーワード毎に整理する運用が可能で

となった。 
また検討事例について、認知症や精神機能障

害といった身体機能障害以外の事例を検討する

ことが多くなり、医師からの医学的背景の説明

があることで、疾病や障害の理解の整理がされ

たと考えられた。 
 
Ｄ. 考察 
（研究課題１：2016年度実施分） 
個別課題を類型化し、さらに、3 ヶ月後の事後

評価を実施することにより、類型別にどの項目が

解決したのか、あるいは解決をしなかったのかが

明確になった。このことにより、解決しない項目

を整理することにより、地域における問題点が明

らかになり、PDCA サイクルに有効であることが

示された。 

解決しにくい項目として、「愛憎・葛藤」、

「思想・信条・虐待」などがあり、心理的な要因

は困難さがある可能性があるが、一方「介護者」

については解決しやすい項目であり､多職種によ

る検討会を行う利点である可能性が考えられた。 

 
（研究課題２：2017年度実施分） 

事例検討会の困難事例における問題点のキー

ワード分類について整理を行った。 
 さらに、個別課題に対する問題点について、

地域ケア会議における検討後に解決をしたのか

否かを整理するためには、地域ケア会議後の振

り返り評価が必要である。事例検討会では、3 
か月後の振り返りを行って問題点に対する解決

の有無を共有し、どのような方法での関わりが

有効であったかを参加者が理解する機会を設け

ている。定期的な振り返りを行うことによって

PDCA サイクルの構築が可能となり、解決が困

難である問題点がどのような項目であるのかと

いったことや、それによる地域の課題も明らか

になると考えられた。 

 
（研究課題３：2018年度実施分） 

地域ケア個別会議における困難事例の問題点

の類型化と実施について、個別事例の問題点を

キーワード化して蓄積し、事例検討後の振り返

りを行うことにより、未解決の問題点や地域課

題を整理することが可能であると考えられる。

また、あらたなキーワード分類を用いて（表

４）、地域における課題の整理に寄与できる可

能性が期待できる（図２）。今後、多くの方が

利用できるような情報発信の体制を整備してゆ

く予定である。 
 
Ｅ. 結論 
事例検討会における個別事例の問題点を整理し

蓄積された事例より、キーワード分類を用いた

地域課題の整理方法を検討し、整理を行った。

今後、実施方法などに関するマニュアルを整備

し、発信を予定している。 
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表 1  問題点の分類(n=51 件) 

n (%)
被介護者 24 (47.1)
介護者 22 (43.1)
サービス提供者 16 (31.4)
診療所・病院・施設 16 (31.4)
肉体的健康的問題 14 (27.5)
精神的健康問題 12 (23.5)
世帯全体 9 (17.6)
受容関係 9 (17.6)
経済的負担 7 (13.7)
行政担当者 6 (11.8)
信頼関係 6 (11.8)
疾患等による利用困難 6 (11.8)
法・制度的環境 5 (9.8)
愛憎・葛藤 4 (7.8)
情報共有 3 (5.9)
官公庁・公的機関 2 (3.9)
環境 2 (3.9)
思想・信条・虐待 2 (3.9)
物理的環境 0 (0.0)
その他 0 (0.0)
注）1つの問題点に対して複数のキーワードあり  

 

表 2  問題点の解決状況 

n (%) n (%)

被介護者 24 6 (25.0) 8 (33.3)
介護者 22 6 (27.3) 5 (22.7)
サービス提供者 16 2 (12.5) 2 (12.5)
行政担当者 6 0 (0.0) 2 (33.3)
世帯全体 9 1 (11.1) 2 (22.2)
診療所・病院・施設 16 2 (12.5) 4 (25.0)
官公庁・公的機関 2 0 (0.0) 0 (0.0)
環境 2 1 (50.0) 1 (50.0)
物理的環境 0 0 (0.0) 0 (0.0)
法・制度的環境 5 0 (0.0) 2 (40.0)
信頼関係 6 0 (0.0) 2 (33.3)
情報共有 3 0 (0.0) 0 (0.0)
愛憎・葛藤 4 0 (0.0) 2 (50.0)
肉体的健康的問題 14 3 (21.4) 3 (21.4)
精神的健康問題 12 2 (16.7) 2 (16.7)
思想・信条・虐待 2 0 (0.0) 1 (50.0)
受容関係 9 2 (22.2) 2 (22.2)
疾患等による利用困難 6 0 (0.0) 1 (16.7)
経済的負担 7 2 (28.6) 0 (0.0)
その他 0 0 (0.0) 0 (0.0)
注）1つの問題点に対して複数のキーワードあり

解決した問題点
(n=9)

解決しなかった問題点
(n=13)問題点

(n=51)
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表 3 過去の事例から分類した問題点のキーワード分類 
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表 4 新たに整理をした個別課題に対する問題点及び具体的な内容について 
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図 1 個別課題に対する問題点の構造 

 

 

図 2 検討された地域課題と、未解決の問題点の整理（案） 
 
 


